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23年度 24年度 25年度 43,409 43,695 25年度 26年度 27年度 50,676 50,676

1 総

茅ヶ崎市のま
ちづくりにお
ける手続及び
基準等に関す
る条例の業務

建主等の建築計画
を建築確認申請事
前に把握すること
により、当該建築
計画と市のまちづ
くり等に関する各
計画等の整合性を
確認し、適正且つ
公平な建築行政の

建築計
画を有
する市
民・法
人

定
例
定
型

建築に係る
届出

１３００件 １３００件 １３００件
1，119
件

本市に提出された届
出について、全て適
切に事務を実施しま
した。

Ａ
茅ヶ崎市のまち
づくりにおける
手続及び基準等

建築確認申
請と連携し
て特定開発
事業に該当
しない建築
物に対し、
必要な措置
を助言・指
導し秩序あ
まちづ

市民・
事業者

定
例
定
型

適正処理率
(件数)

100％
(1,300件)

100％
(1,300件)

100％
(1,300件)

業
務
計
画

未 中 高 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

建築指導課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

建築指導課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

公平な建築行政の
推進を図る。 るまちづく

りの促進を
図ります。

1

茅ヶ崎市のま
ちづくりにお
ける手続及び
基準等に関す
る条例の業務

届出書の受
付、助言指導
業務

届出書の適正
処理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数:１，１
１９件）

茅ヶ崎市のまち
づくりにおける
手続及び基準等

届出書の受
付、助言指導
業務

届出書の適
正処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

2 総
建築確認及び
検査に関する
業務

建築基準法に基づ
く建築基準の審査
を行い、建築物の
安全性の確保や秩
序ある居住環境の
維持保全等を図
る。

建築主

定
例
定
型

確認申請 １２０件 １２０件 １２０件 4,415 152件

　本市に申請された
申請については、適
切に事務を実施しま
した。
　併せて、建築基準
法に関する相談につ
いて、窓口等で適切
な対応を実施しまし
た。

Ａ 建築確認及び検
査に関する業務

建築物の敷
地、構造、
設備及び用
途に関する
最低限の基
準を定める
建築基準法
に基づき、
市民の生
命、健康及
び財産の保
護を図りま
す。

市民・
事業者

定
例
定
型

適正処理率
(件数)

100％
(1,500件)

100％
(1,500件)

100％
(1,500件)

5,824

業
務
計
画

未 中 中 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

2
建築確認及び
検査に関する
業務

法等の周知啓
発・相談業務

建築基準法に
関する相談の
適 処

随時

１００％
（実績件
数４ ８

建築確認及び検
査に関する業務

法等の周知啓
発・相談業務

建築基準法
に関する相
談の適正処

平成26
年3月

業
務
計

予
算
な

業務
発 相談業務

適正処理
数４，８
８０件）

査に関する業務 発 相談業務 談の適正処
理

年3月 計
画

な
し

2
建築確認及び
検査に関する
業務

確認申請書等
の手数料の徴
収事務

申請手数料の
適正処理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：１３
１件）

建築確認及び検
査に関する業務

確認申請書等
の手数料の徴
収事務

申請手数料
の適正処理
率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

2
建築確認及び
検査に関する
業務

建築確認申請
に関する事務

申請の適正処
理率(件数）

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：１５
２件）

建築確認及び検
査に関する業務

建築確認申請
に関する事務

申請の適正
処理率(件
数）

１００％
（件数）

1,926

業
務
計
画

維
持

2
建築確認及び
検査に関する
業務

建築確認共用
データベース
利用料

システムの適
正な運用と保
全管理回数

１００％
（件数）

１００％
（１２
回）

4,415
建築確認及び検
査に関する業務

建築確認共用
データベース
利用料

システムの
適正な運用
と保全管理
回数

１００％
（件数）

3,181

業
務
計
画

維
持

2
建築確認及び
検査に関する
業務

台帳の整備、
保管業務

適正処理率
１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：１５
２件）

建築確認及び検
査に関する業務

台帳の整備、
保管業務

適正処理率
１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

2
建築確認及び
検査に関する
業務

中間検査に関
する事務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：９
件）

建築確認及び検
査に関する業務

中間検査に関
する事務

申請の適正
処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

2
建築確認及び
検査に関する
業務

完了検査に関
する事務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：６３
件）

建築確認及び検
査に関する業務

完了検査に関
する事務

申請の適正
処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し件）

2
指定確認検査
機関に関する
業務

建築確認及び検
査に関する業務

指定確認検査
機関からの報
告書の確認業
務

報告の適正
処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

2
指定確認検査
機関に関する
業務

建築確認及び検
査に関する業務

指定確認検査
機関との連絡
調整業務

適正指導処
理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

2
建築計画概要
書の閲覧に関
する業務

建築確認及び検
査に関する業務

建築計画概要
書等の閲覧申
請書受付事務

適正処理率
１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

2
建築計画概要
書の閲覧に関
する業務

建築確認及び検
査に関する業務

記載事項証明
申請書受付事
務

適正処理率
１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

2
建築計画概要
書の閲覧に関
する業務

建築確認及び検
査に関する業務

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
業務

ファイリン
グシステム
の賃貸借及
び保守回数

毎月１回 717

業
務
計
画

維
持

2
建築確認申請
書等の統計に
関する業務

建築確認及び検
査に関する業務

各種統計調査
業務

国・県への
報告回数

１回/月

業
務
計
画

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 43,409 43,695 25年度 26年度 27年度 50,676 50,676

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

建築指導課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

建築指導課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

2

建築基準法に
基づく条例の
制定、改廃に
関する業務

建築確認及び検
査に関する業務

建築基準法等
改正に伴う条
例の整備

条例改正の
適正処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

2
建築物の実態
調査に関する

建築確認及び検
国交省が指定
する区域の実

調査の適正
１００％

業
務

予
算

2 調査に関する
業務

建築確認及び検
査に関する業務

する区域の実
態調査業務

調査 適正
処理率

１００％
務
計
画

算
な
し

2
建築物の実態
調査に関する
業務

建築確認及び検
査に関する業務

実態調査業務
県への提出
回数

１回／年

業
務
計
画

予
算
な
し

701 総
指定確認検査
機関に関する
業務

指定確認検査機関
へ出された確認申
請、完了検査等に
ついて、申請を受
けた機関から報告
された書類を建築
物の安全性に関す
る基準に基づき確
認することによ
り、市民の安全性
を確保する。

指定確
認検査
機関

定
例
定
型

確認審査報
告書等
指導・助言

1050件
690件

1050件
690件

1050件
690件

1,315件
1,315件

市に報告される、申
請情報について建築
基準法及び関係法令
において関係適切に
事務を実施しまし
た。

Ａ No.2へ統合

701
指定確認検査
機関に関する
業務

指定確認検査
機関からの報
告書の確認業
務

報告の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：1，
３１５
件）

No.2へ統合

701
指定確認検査
機関に関する
業務

指定確認検査
機関との連絡
調整業務

適正指導処理
率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：１，
３１５
件）

No.2へ統合

3 総
建築基準法令
に基づく許可
に関する業務

建築基準法令に基
づき申請される許
可や認定等の審査
を行い、建築審査
会に付議する等の
手続を踏んで許可
するまでの事務処
理を実施する。

申請者

定
例
定
型

審査件数 ２５件 ２５件 ２５件 25件
建築基準法の趣旨に
あわせて、適切に事
務を実施しました。

Ａ
建築基準法令に
基づく許可等に
関する業務

許可制度を
適切に運用
することに
より、安全
で秩序ある
まちづくり
の推進しま
す。

市民・
事業者

定
例
定
型

適正処理率
100％
(件数)

100％
(件数)

100％
(件数)

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

3
建築基準法令
に基づく許可
に関する業務

建築許可申請
書等の審査事
務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：２５
件）

建築基準法令に
基づく許可等に
関する業務

建築許可申請
書等の審査事
務

申請の適正
処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

3
建築基準法令
に基づく許可
に関する業務

建築許可等の
事務処理上必
要となる意見
聴取

受付・相談の
適正処理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：０
件）

建築基準法令に
基づく許可等に
関する業務

建築許可等の
事務処理上必
要となる意見
聴取

受付・相談
の適正処理
率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

4 総
道路の位置の
指定に関する
業務

道路法や都市計画
法等によらないで
道路を指定するこ
とにより交通や安
全性の向上を図
る。

市民・
事業者

定
例
定
型

指定件数 ２０件 ２０件 ２０件 ２０件
建築基準法に基づ
き。適切に事務を実
施しました。

Ａ
建築基準法令に
基づく道路に関
する事業

建築基準法
の規定に基
づく道路の
指定や道路
情報を整備
することに
より利便性
を向上さ
せ、安全な
まちづくり
を推進しま
す。

市民・
事業者

定
例
定
型

指定道路図
や調書の維
持、更新
（窓口開設
日数）

244日 244日 244日 1,491

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし
維
持

4
道路の位置の
指定に関する
業務

道路位置指定
申請書の審査
事務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：２０
件）

建築基準法令に
基づく道路に関
する事業

道路位置指定
申請書の審査
事務

申請の適正
処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

なし

予
算
な
し

4
指定道路台帳
に関する業務

建築基準法令に
基づく道路に関
する事業

指定道路図や
指定道路調書
の作成

指定道路図
や調書の維
持、更新の
適正処理利
率

１００％ 1,491

業
務
計
画

なし
維
持

5 総
違反建築物に
関する業務

違反建築物等を早
期に発見、是正指
導することによ
り、建築物におけ
る安心安全まちづ
くりの推進と、法
における公平性の
確保をめざす。

申請
者、近
隣住
民、施
行者、
管理者
等

定
例
定
型

現場パト
ロール日数

５０日 ５０日 ５０日 0 50日
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ 違反建築物に関
する業務

違反建築物
の防止・是
正により、
建築物にお
ける安心・
安全なまち
づくりの推
進と、法に
おける公平
性の確保を
目指しま
す。

市民・
事業者

定
例
定
型

現場パト
ロール日数

４８日 ４８日 ４８日 60

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし
維
持

5
違反建築物に
関する業務

違反建築物防
止のための現

現場パトロー
ル日数

５０日

５０日
（実績件
数：５０

違反建築物に関
する業務

違反建築物防
止のための現

現場パト
ロール日数

４８日

業
務
計

予
算
な関する業務

場調査
ル日数 数：５０

件）
する業務

場調査
ロール日数 計

画
な
し

5
違反建築物に
関する業務

違反建築物の
是正指導業務

適正指導処理
率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：２１
件）

0
違反建築物に関
する業務

違反建築物の
是正指導業務

適正指導処
理率

１００％
（件数）

60

業
務
計
画

維
持
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23年度 24年度 25年度 43,409 43,695 25年度 26年度 27年度 50,676 50,676

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

建築指導課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

建築指導課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

5
違反建築物に
関する業務

既存違反建築
物の是正指導
業務

適正指導処理
率

100％ 100％
既存違反建築
物の是正指導
業務

適正指導処
理率

１００％

702 総
定期報告制度
に関する業務

不特定多数が利用
する一定規模以上
の建築物等に関し
ては、法令により
定期的に施設状況
の報告を義務付け
ることで、利用者

所有
者、管
理者、
施設利
用者等

定
例
定
型

定期報告率 ７０％ ７０％ ７０％ 90.90%
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ No.6へ統合

ることで、利用者
等の安全性確保を
めざす。

用者等

702
定期報告制度
に関する業務

特定建築物の
定期報告事務
（県への報
告）

定期報告の回
数

毎月１回 毎月１回 No.6へ統合

702
定期報告制度
に関する業務

定期報告書の
受付及び審査

報告率 １００％ 90.90% No.6へ統合

6 総
建築物の防災
に関する業務

不特定多数が利用
する一定規模以上
の建築物等に関し
て、不定期に消防
と一緒に防災査察
を実施することに
より、所有者・管
理者等に建築物に
関する防災の意識
を高めてもらう。

所有
者、管
理者、
施設利
用者等

定
例
定
型

防災査察件
数

８件 ８件 ８件 189 8件
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ 建築物の防災に
関する業務

特定建築物
等の防災査
察の実施及
び是正業務

市民・
事業者

定
例
定
型

適正処理率
100％
(件数)

100％
(件数)

100％
(件数)

200

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし
維
持

6
建築物の防災
に関する業務

特定建築物等
の防災査察の
実施

査察の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：８
件）

建築物の防災に
関する業務

特定建築物等
の防災査察の
実施

査察の適正
処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

6
建築物の防災
に関する業務

特定建築物等
の是正指導業
務

適正指導処理
率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：８
件）

建築物の防災に
関する業務

特定建築物等
の是正指導業
務

適正指導処
理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

業

6
建築物の防災
に関する業務

「防災指導用
図面」の作成
業務（委託）

防災指導用図
面の作成件数

２件 1件 189
建築物の防災に
関する業務

「防災指導用
図面」の作成
業務（委託）

防災指導用
図面の作成
件数

２件 200

業
務
計
画

維
持

6
定期報告制度
に関する業務

建築物の防災に
関する業務

特定建築物の
定期報告事務
（県への報
告）

定期報告の
回数

毎月１回

業
務
計
画

予
算
な
し

6
定期報告制度
に関する業務

建築物の防災に
関する業務

定期報告書の
受付及び審査

報告率 １００％

業
務
計
画

予
算
な
し

703 総
建築計画概要
書の閲覧に関
する業務

各種建築計画にお
ける利害関係住民
への情報提供が主
な目的である。閲
覧に関しては、利
害関係人に建築計
画等の情報を提供
することにより違
反建築物を未然に
防止し、良好なま
ちづくりにも資す
る。

申請者

定
例
定
型

閲覧受付件
数
記載事項受
付件数

１０００件
２００件

１０００件
２００件

１０００件
２００件

717
1,553件
316件

適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ No.2へ統合

703
建築計画概要
書の閲覧に関
する業務

建築計画概要
書等の閲覧申
請書受付事務

適正処理率
１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：１、
５５３
件）

No.2へ統合

703
建築計画概要
書の閲覧に関

記載事項証明
申請書受付事 適正処理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：３１

No.2へ統合

する業務 務
（件数） 数：３１

６件）

703
建築計画概要
書の閲覧に関
する業務

「

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
業務

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
回数

毎月１回 毎月１回  717 No.2へ統合

704 総
建築確認申請
書等の統計に
関する業務

全国、県内の建築
統計の基礎資料を
得ることを目的と
している。

国・県

定
例
定
型

国・県への
報告回数

１回/月 １回/月 １回/月 12回
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ No.2へ統合

704
建築確認申請
書等の統計に
関する業務

各種統計調査
業務

国・県への報
告回数

１回/月 １回/月 No.2へ統合

705 総

建築基準法に
基づく条例の
制定、改廃に
関する業務

建築関連法規の改
正に対する的確な
運用を図る必要か
ら、市条例の整備
を行い、以て社会
経済環境等の著し
い変化に適応した
建築行政の推進を
図る。

市民等

定
例
定
型

条例等改正
の回数

１回／年 １回／年 １回／年 2件
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ No.2へ統合

705

建築基準法に
基づく条例の
制定、改廃に
関する業務

建築基準法等
改正に伴う条
例の整備

条例改正の適
正処理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：２
件）

No.2へ統合

増築・改築及び改
装等を実施した建
築物の工事実施額

706 総
建築物の実態
調査に関する
業務

等について、ま
た、着工建築物及
び除却建築物の届
出の実態等を明ら
かにし、国の住宅
等行政の基礎資料
を得る。

特定地
域の市
民

定
例
定
型

調査件数

１調査区約
４０棟６０
戸（４調査
区調査）

１調査区約
４０棟６０
戸（４調査
区調査）

１調査区約
４０棟６０
戸（４調査
区調査）

50棟53
戸×4調
査区

適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ No.2へ統合
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23年度 24年度 25年度 43,409 43,695 25年度 26年度 27年度 50,676 50,676

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

建築指導課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

建築指導課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

706
建築物の実態
調査に関する
業務

国交省が指定
する区域の実
態調査業務

調査の適正処
理率

１００％

１００％
（実績件
数：50
棟53戸
×４地
区）

No.2へ統合

706
建築物の実態
調査に関する
業務

実態調査業務
県への提出回
数

１回／年 １回／年 No.2へ統合

7 総
建築協定に関
する業務

良好な住環境の保
全又は商業地にお
ける利便性の確保
等を図ることによ
り、以て秩序ある
街並みの形成を図
る。

良好な
住環境
等を求
める思
いが強
い市
民・法
人

定
例
定
型

指導件数 １０件 １０件 １０件 24件
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ
建築協定、地区
計画に関する業
務

建築協定や
地区計画制
度を利用す
ることによ
り、良好な
住環境の保
全又は商業
地における
利便性を確
保すること
により、秩
序あるまち
なみの形成
を図りま
す。

市民・
事業者

定
例
定
型

相談・指導
等の適正処
理率

100％
(件数)

100％
(件数)

100％
(件数)

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

7
建築協定に関
する業務

建築協定に関
する相談・指
導業務及び認
可業務

相談・指導等
の適正処理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：２４
件）

建築協定、地区
計画に関する業
務

建築協定に関
する相談・指
導業務及び認
可業務

相談・指導
等の適正処
理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

7

地区計画の区
域内における
行為の受理事
務

建築協定、地区
計画に関する業
務

届出受理事務
窓口開設日
数

244日

業
務
計
画

予
算
な
し

7

地区計画の区
域内における
行為の受理事
務

建築協定、地区
計画に関する業
務

建築協定、地区
計画に関する業
務

窓口開設日
数

244日

業
務
計
画

予
算
な
し

地区計画の区 業

7

地区計画の区
域内における
行為の受理事
務

建築協定、地区
計画に関する業
務

審査・交付事
務

届出の適正
処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

707 総
融資住宅等に
関する業務

住宅金融支援機構
は、建設基準に適
合している安心で
きる良質な住まい
づくりを進めてお
り、市は、その設
計・現場審査を受
託して設計審査・
現場中間検査・現
場竣工検査を行っ
ている。

住宅金
融支援
機構申
請者

定
例
定
型

窓口開設日
数

災害発生事
後随時

災害発生事
後随時

災害発生事
後随時

 243日

被災時における相談
体制の整備等につい
て、適切に事務を実
施しました。

Ｂ No.16へ統合

707
融資住宅等に
関する業務

融資住宅等に
係る設計審査
及び現場審査

窓口開設日数 243日 243日 No.16へ統合

707
融資住宅等に
関する業務

協定書に基づ
く業務委託手
数料の徴収事
務

申請手数料の
適正処理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：０
件）

No.16へ統合

707
融資住宅等に
関する業務

工事審査事務
処理規程第２
９条に基づく
工事審査報告
書の作成、提
出事務

報告書の提出
回数

平成25
年3月

平成25
年3月

No.16へ統合

優良な宅地

8 総

優良・良質住
宅新築の認定
申請に関する
業務

優良・良質住宅を
建築することによ
り一定基準以上の
住宅の供給が図れ
ることから、土地
重課制度の軽減措
置を図る。

事業主
又は施
工者

定
例
定
型

窓口開設日
数

随時 随時 随時 243日

関係法令等の情報収
集等の審査及び相談
体制について適切に
事務を実施しまし
た。

Ｂ
優良・良質住宅
新築の認定申請
に関する業務

優良な宅地
の供給に資
する土地の
譲渡につい
て、税制上
の優遇措置
を講ずるこ
とにより、
良質な宅地
の供給の促
進と有効な
土地利用の
確保を図り
ます。

市民・
事業者

定
例
定
型

窓口開設日
数

244日 244日 244日

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

8

優良・良質住
宅新築の認定
申請に関する
業務

優良・良質住
宅新築の認定
申請の審査業
務

窓口開設日数 243日 243日
優良・良質住宅
新築の認定申請
に関する業務

優良・良質住
宅新築の認定
申請の審査業
務

窓口開設日
数

244日

業
務
計
画

予
算
な
し

8

優良・良質住
宅新築の認定
申請に関する
業務

優良・良質住
宅新築の認定
申請手数料の
徴収事務

申請手数料の
適正処理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：０
件）

優良・良質住宅
新築の認定申請
に関する業務

優良・良質住
宅新築の認定
申請手数料の
徴収事務

申請手数料
の適正処理
率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

9 総

建築物の耐震
改修の促進に
関する法律の

建築物の耐震改修
の措置を講ずるこ
とにより建築物の
地震に対する安全
性の向上を図り公
共の福祉に資する
ことを目的に既存
建築物に対する指

建築物
所有者

定
例
定
型

窓口開設日 随時 随時 随時 243日
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ｂ
建築物の耐震改
修の促進に関す
る法律の業務

地震による
建築物の倒
壊等の被害
から市民の
生命・財産
を保護する

市民・
事業者

定
例
定
型

窓口開設日
数

244日 244日 244日

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し業務 建築物に対する指

導、助言、指示を
行い既存建築物の
耐震性能を高め
る。

型
ます。 る法律の業務

ため、建築
物の耐震改
修を促進し
ます。

型 画 し
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23年度 24年度 25年度 43,409 43,695 25年度 26年度 27年度 50,676 50,676

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

建築指導課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

建築指導課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

9

建築物の耐震
改修の促進に
関する法律の
業務

法に基づく指
導、助言及び
指示並びに認
定申請の審査
事務

窓口開設日数 243日 243日
建築物の耐震改
修の促進に関す
る法律の業務

法に基づく指
導、助言及び
指示並びに認
定申請の審査
事務

窓口開設日
数

244日

業
務
計
画

予
算
な
し

市内にある建築物

建築物の耐
震化率向上
による安
全・安心な
まちづくり
を目指しま

10 総
耐震改修促進
計画事業

市内にある建築物
の耐震化率向上に
よる安全、安心な
まちづくりを目指
す。全ての人が何
らかの耐震対策を
講じることができ
るような施策の策
定を行う。市民へ
の普及、啓発によ
る耐震化への意識
向上を図る。

昭和
56年
5月
31日
以前に
建築さ
れた建
物の所
有者等

政
策
住宅の耐震
化率

７６％ ８０％ ８４％ 32,360 81%

　市内の大部分を占
める木造住宅を重点
課題として、「自
助」「共助」を中心
とした周知啓発活動
を実施しました。
　また、支援措置に
ついては実施計画に
基づき

Ａ 耐震改修促進計
画事業

を目指しま
す。
全ての市民
が、何らか
の対策を講
じることが
できるよう
な施策の策
定を行いま
す。
市民への周
知・啓発に
より耐震化
への意識向
上を図りま
す。

市民・
事業者

政
策
耐震化率
（％）

８４％ ８７％ 90%  36,772

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
あ
り

なし
増
や
す

10
耐震改修促進
計画事業

耐震化率の算
定（委託）

委託完了時期
平成24
年9月

平成24
年9月

2,446
耐震改修促進計
画事業

10
耐震改修促進
計画事業

耐震化促進関
連補助金の支

出

①建替え補助金
交付件数②シェ
ルター補助金交
付件数③マン
ション診断補助
金交付件数

①２０件
②５件
③２件

①９件
②０件
③０件

4,500
耐震改修促進計
画事業

耐震化促進関
連補助金の支
出

①建替補助
件数②シェ
ルター補助
件数③マン
ション診断
補助件数

①２０件
②5件
③２件

13,990

業
務
計
画

増
や
す

10
耐震改修促進
計画事業

木造住宅耐震
改修補助金の
支出

①耐震診断件
数②耐震補強
件数

①１００
件
②３０件

①１００
件
②２６件

24,808
耐震改修促進計
画事業

木造住宅耐震
改修補助金の
支出

①診断補助
件数②補強
補助件数

①９０件
②２１件

21,280

業
務
計
画

維
持

10
耐震改修促進
計画事業

たいあっぷ
90推進協議
会

協議会の開催 年１２回 年１３回 14
耐震改修促進計
画事業

たいあっぷ
90推進協議
会

協議会の開
催

年１２回

業
務
計
画

維
持

10
耐震改修促進
計画事業

危険ブロック
塀等の相談、
現地調査

相談・指導の
適正処理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：５
件）

耐震改修促進計
画事業

危険ブロック
塀等の相談、
現地調査

相談・指導
の適正処理
率

１００％
（件数）

業
務
計
画

維
持

10
耐震改修促進
計画事業

啓発・周知業
務

講演会等の開
催回数
広報紙等への
掲載回数

年２回
年３回

年２回
年１２回

592
耐震改修促進計
画事業

啓発・周知業
務

講演会等の
開催や広報
紙等の掲載
等の回数

年２回
年３回

1,502

業
務
計
画

あ
り

その他
87,000部
作成

市民への配
布 27

自治会と意見
交換を主体と
した連携を取
り事業の展開
を図る。

維
持

10
耐震改修促進
計画事業

啓発・周知業
務

昭和56年5月
31日以前の
木造建築物所
有者へのアン
ケート

年1回 年1回
耐震改修促進計
画事業

啓発・周知業
務

特定建築物
所有者への
アンケート

年1回

業
務
計
画

維
持

10
耐震改修促進
計画事業

相談業務
建築なんでも
相談　開催数

年１２回 年１２回
耐震改修促進計
画事業

相談業務
建築なんで
も相談開催
数

年１２回

業
務
計
画

維
持

10
耐震改修促進
計画事業

耐震改修促進計
画事業

耐震改修促進
計画

耐震改修促
進計画の見
直し

平成26
年3月

業
務
計
画

予
算
な
し

11 総

高齢者、障害
者等の移動等
の円滑化の促
進に関する法
律の業務

建物のバリアフ
リー化をする。

公共性
の高い
施設の
整備を
行う
者。

定
例
定
型

窓口開設日
数

随時 随時 随時 243日
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ
高齢者、障害者
等の移動等の円
滑化の促進に関
する法律の業務

高齢者、障
害者、妊
婦、けが人
等の移動や
施設利用の
利便性及び
安全性の向
上を促進す
るために、
建築物、公
共施設のの
バリアフ
リー化を推
進します。

市民・
事業者

定
例
定
型

適正処理率
(認定件数
／協議件
数）

100％
(1件／30
件)

100％
(1件／30
件)

100％
(1件／30
件)

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

11

高齢者、障害
者等の移動等
の円滑化の促
進に関する法
律の業務

法に基づく相
談、指導、助
言及び指示並
びに認定申請
に関する業務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：３
件）

高齢者、障害者
等の移動等の円
滑化の促進に関
する法律の業務

法に基づく相
談、指導、助
言及び指示並
びに申請に関
する業務

申請の適正
処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

11

神奈川県みん
なのバリアフ
リー街づくり
条例に関する
業務

高齢者、障害者
等の移動等の円
滑化の促進に関
する法律の業務

法に基づく相
談、指導、助
言及び指示並
びに申請に関
する業務

申請の適正
処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 43,409 43,695 25年度 26年度 27年度 50,676 50,676

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

建築指導課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

建築指導課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

12 総
建設リサイク
ル法に関する
業務

分別解体等及び再
生資源化等を図る
ため事前届出制度
を確立させ、環境
面における循環型
社会の形成を目指
す。また、分別解
体等の実施状況の
確認及び無届工事
等の監視対応や指
導を行うことによ
り分別解体の履行

建物の
解体等
をする
市民等
（工事
発注
者）

定
例
定
型

年間パト
ロール件数

月２回、
（県市合同
年４回
検査件数２
０件含む）

月２回、
（県市合同
年４回
検査件数２
０件含む）

月２回、
（県市合同
年４回
検査件数２
０件含む）

月２回、
（県市合
同年４回
検査件数
２０件含
む）

適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ 建設リサイクル
法に関する業務

資源の有効
活用や廃棄
物の減量及
び適正な処
理を図り、
生活環境の
保全と市民
経済の健全
な発展に寄

市民・
事業者

定
例
定
型

適正処理率
100％
(件数)

100％
(件数)

100％
(件数)

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

分 解体 履
確保と共に周辺環
境への環境保全を
期する。

な発展に寄
与します。

12
建設リサイク
ル法に関する
業務

リサイクル法
に基づく相談
及び申請書類
の審査業務

届出の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：５９
８件）

建設リサイクル
法に関する業務

業
務
計
画

予
算
な
し

12
建設リサイク
ル法に関する
業務

現地確認の実
施、苦情・通
報の対応

適正処理率
１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：１２
件）

建設リサイクル
法に関する業務

業
務
計
画

予
算
な
し

12
建設リサイク
ル法に関する
業務

パトロールの
実施、現場立
入検査

パトロール実
施回数
立入検査件数

月２回

月２回、
（県市合
同年４回
検査件数
２０件含
む）

建設リサイクル
法に関する業務

業
務
計
画

予
算
な
し

708 総

神奈川県みん
なのバリアフ
リー街づくり
条例に関する
業務

高齢者身体障害者
等が円滑に利用で
きる施設を増やす
ことで、誰もが等
しくサービスの提
供を受け、使いや
すい都市の整備に
寄与する。

市民、
建物所
有者、
事業者

定
例
定
型

協議件数 ３０件 ３０件 ３０件 37件
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ No.11へ統合

708

神奈川県みん
なのバリアフ
リー街づくり
条例に関する
業務

法に基づく相
談、指導、助
言及び指示並
びに申請に関
する業務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：３７
件）

No.11へ統合

13 総
省エネルギー
法に関する法
律の業務

床面積2,000㎡以
上の特定建築物の
所有者に対し、建
築物の省エネ化を
求め、地球環境に
配慮を図る。

建物所
有者、
事業者

定
例
定
型

届出に対す
る指導件数

３０件 ３０件 ３０件 47件
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ
省エネルギー法
に関する法律の
業務

建築物の省
エネルギー
性能の向上
や省エネル
ギー化に対
する普及・
啓発を図り
ます。

市民・
事業者

定
例
定
型

適正処理率
100％
(件数)

100％
(件数)

100％
(件数)

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

13
省エネ法に関
する法律の業
務

法に基づく届
出書の受理、
審査業務

届出の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：０
件）

省エネルギー法
に関する法律の
業務

市民・
事業者

定
例
定
型

法に基づく届
出書の受理、
審査業務

届出の適正
処理率

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

13
省エネ法に関
する法律の業
務

法に基づく助
言及び指導業
務

適正処理率
１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：４７
件）

省エネルギー法
に関する法律の
業務

市民・
事業者

定
例
定
型

法に基づく助
言及び指導業
務

適正処理率
１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し務 務

件） 型 務 画 し

709 総
指定道路台帳
に関する業務

建築確認等の際
に、指定道路に関
する情報を迅速に
把握できる体制を
整え、事務の円滑
化による申請者等
の利便性の向上を
図ると共に、建築
主事、指定確認検
査機関等の事務の
効率化を図る。

市民、
事業
者、指
定確認
検査機
関、建
築主事

定
例
定
型

委託業務の
執行

平成２４年
３月まで

随時 随時 1,470

適正処理
率
100％
(指定道
路情報更
新時）

指定道路に関する情
報を把握し、申請者
等の利便性の向上及
び事務の効率化を図
るため、適切に事務
を実施しました。

Ａ No.4へ統合

709
指定道路台帳
に関する業務

「指定道路
図」や「指定
道路調書」の
作成業務

指定道路図や
調書の維持、
更新

適正処理
率100％
（道路情
報更新
時）

適正処理
率100％
（道路情
報更新
時）

1,470 No.4へ統合

14 総
各種協議会に
関する業務

全国・県内特定
行政庁間による
連絡調整会議・
研修会等を通じ
て、適正な建築
行政の推進を図
る。

特定
行政
庁

定
例
定
型

幹事会、
分科会、
担当者会
議などの
参加率

随時 随時 随時 445

適正処
理率
100％
(各種協
議会開
催時）

適切に事務を
行っており、成
果が見込めま
す。

Ａ
各種協議会に
関する業務

全国・県内
特定行政庁
間及び本市
を業務区域
とする民間
機関による
連絡調整会
議・研修会
等を通じ
て、適正な
建築行政の

特定
行政
庁・
所管
行政
庁・
建築
主事
等

定
例
定
型

各種協議
会・会議
への参加

随時 随時 随時 792 未 中 中 中
現状維
持

な
し なし

維
持

建築行政の
推進しま
す。

等
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23年度 24年度 25年度 43,409 43,695 25年度 26年度 27年度 50,676 50,676

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

建築指導課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

建築指導課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

14
各種協議会に
関する業務

県建築行政連
絡協議会への
参加

委員会、幹事
会、分科会

委員会１
回、幹事
会２回、
分科会１
２回

委員会１
回、幹事
会２回、
分科会１
２回

0
各種協議会に関
する業務

県建築行政連
絡協議会への
参加

委員会、幹
事会、分科
会

委員会１
回、幹事
会２回、
分科会１
２回

7
維
持

各種協議会に
県西部特定行

総会 担当者
総会１
回 担当

総会１
回 担当 各種協議会に関

県西部特定行 総会、担当
総会１
回 担当 維

14
各種協議会に
関する業務

県西部特定行
政庁連絡協議
会への参加

総会、担当者
会議の回数

回、担当
者会議４
回

回、担当
者会議４
回

10
各種協議会に関
する業務

県西部特定行
政庁連絡協議
会への参加

総会、担当
者会議の回
数

回、担当
者会議４
回

10
維
持

14
各種協議会に
関する業務

神奈川建築コ
ンクール表彰
実行委員会へ
の参加

実行委員会
表彰式
書記会議の回
数

２回
１回
４回

２回
１回
４回

120
各種協議会に関
する業務

神奈川建築コ
ンクール表彰
実行委員会へ
の参加

表彰式
書記会議の
回数

表彰式１
回
、書記会
議４回

120
維
持

14
各種協議会に
関する業務

日本建築行政
会議への参加

総会、分科会
の回数

総会１
回、分科
会１回

総会１
回、分科
会１回

100
各種協議会に関
する業務

日本建築行政
会議への参加

総会、分科
会の回数

総会１
回、分科
会１回

100
維
持

14
各種協議会に
関する業務

県建築物震後
対策推進事業
への参加

総会、部会、
分科会の回数

総会、部
会など５
回の会議

総会、部
会など５
回の会議

215 No.16へ統合

14
各種協議会に
関する業務

各種協議会に関
する業務

建築監視員・建
築主事研修会等
の受講

各種講習会
の受講

平成26
年3月

555
維
持

長期優良住宅 長期優良住宅の 認定 定 適切に事務を 長期優良住宅

環境負荷の
低減を図り
つつ、良質
な住宅ス

定

15 総

長期優良住宅
の普及の促進
に関する法律
の業務

長期優良住宅の
建築及び維持保
全に関する計画
の認定の促進

認定
計画
実施
者

定
例
定
型

認定件数 ２００件 ２００件 ２００件 0 304件

適切に事務を
行っており、成
果が見込めま
す。

Ａ

長期優良住宅
促進法に基づ
く審査、指導
に関する業務

な住宅ス
トックを将
来世代に継
承すること
で、より豊
かな暮らし
の転換を図
ります。

認定
申請
者

定
例
定
型

適正処理
率

100％
(件数)

100％
(件数)

100％
(件数)

846
業務
計画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

15

長期優良住宅
の普及の促進
に関する法律
の業務

長期優良住宅
の認定申請の
審査業務

申請の適正処
理率

１００％
（件数）

１００％
（実績件
数：３０
４件）

0

長期優良住宅促
進法に基づく審
査、指導に関す
る業務

長期優良住宅
の認定申請の
審査業務

申請の適正
処理率

１００％
（件数）

846

業
務
計
画

予
算
な
し

16 総
震後対策（応急
危険度判定）推
進事業

本市域に、地震
動・津波等伴う諸
現象による同時多
発的災害が発生し
た場合に、被害を
軽減し、応急対策
活動を課として迅
速的確に対処す
る。

全市民
等

定
例
定
型

模擬訓練の
実施回数

１回 １回 １回 1回

適切に事務を
行っており、成
果が見込めま
す。

Ａ 515 未 中 中 中
現状維
持

な
し

維
持

16
震後対策（応
急危険度判
定）推進事業

模擬訓練の実
施

模擬訓練の実
施回数

年１回 年１回 286 震後対策事業
模擬訓練の実
施

模擬訓練の
実施回数

年１回 300
維
持

16
融資住宅等に
関する業務

震後対策事業
県建築物震後
対策推進事業
への参加

総会、部
会、分科会
の回数

総会、部
会など５
回の会議

215
維
持

16
融資住宅等に
関する業務

震後対策事業

協定書に基づ
く業務委託手
数料の徴収事
務

申請手数料
の適正処理
率

１００％
（件数）

予
算
な
し

16
融資住宅等に
関する業務

震後対策事業

工事審査事務
処理規程第２
９条に基づく
工事審査報告
書の作成、提
出事務

報告書の提
出回数

平成26
年3月

予
算
な
し

710 総
地区計画の区域
内における行為

地区計画区域内に
おける建築行為等
について、良好な
住環境の保全とと 事業計

定
例

２０件 ２０件 14件

地区計画区域内にお
ける建築行為等につ
いて、窓口を設置し Ａ N 7へ統合710 総 内における行為

の受理事務

住環境の保全とと
もに、安全でうる
おいのある住宅地
としての発展を図
る

事業計
画者

例
定
型

２０件 ２０件 14件
いて、窓口を設置し
届出や相談を通じた
適切な指導を実施し
ました.

Ａ No.7へ統合
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23年度 24年度 25年度 43,409 43,695 25年度 26年度 27年度 50,676 50,676

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内
容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

建築指導課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 安全で秩序ある住環境を形成する

建築指導課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

710

地区計画の区
域内における
行為の受理事
務

届出受理事務
届出の受付日
数（窓口開設
日数）

243日 243日 No.7へ統合

710

地区計画の区
域内における
行為の受理事
務

届出について
の相談・指導

届出の受付日
数（窓口開設
日数）

243日 243日 No.7へ統合

地区計画の区 １００％

710

地区計画 区
域内における
行為の受理事
務

審査・交付事
務

届出の適正処
理率

１００％
（件数）

％
（実績件
数：１４
件）

No.7へ統合

17 総

都市の低炭素
化の促進に関
する法律に基
づく建築物の
審査、指導に
関する業務

都市の低炭素化
に考慮した建築
物を作ることに
より、環境負荷
の低減を図りま
す。

都市の低炭素化
の促進に関する
法律に基づく建
築物の審査、指
導に関する業務

都市の低炭
素化に考慮
した建築物
を作ること
により、環
境負荷の低
減を図りま
す。

認定計
画実施
者

定
例
定
型

適正処理率
100件
(件数)

100件
(件数)

100件
(件数)

846

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

17

都市の低炭素
化の促進に関
する法律に基
づく建築物の
審査、指導に
関する業務

都市の低炭素化
の促進に関する
法律に基づく建
築物の審査、指
導に関する業務

都市の低炭素
化の促進に関
する法律に基
づく建築物の
審査、指導に
関する業務

申請手数料
の適正処理
率

１００％
（件数）

846

業
務
計
画

予
算
な
し

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等伴う諸
現象による同時多
発的災害が発生し
た場合に、被害を
軽減し、応急対策
活動を課として迅
速的確に対処す

全市民
等

定
例
定
型

随時 随時 随時 999 243日
適切に事務を行って
おり、成果が見込め
ます。

Ａ 災害応急対策活
動

本市域に、
地震動・津
波等伴う諸
現象による
同時多発的
災害が発生
した場合
に、被害を
軽減し、応
急対策活動

定
例
定
型

活動内容の
検証及び見
直し

随時 随時 随時 未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

速的確に対処す
る。

急対策活動
を課として
迅速的確に
対処しま
す。

888
災害応急対策
活動

防災対策本部
の災害応急対
策活動マニュ
アルにおける
活動内容の検
証及び見直し
（毎年）

活動内容の検
証及び見直し

平成25
年3月

平成25
年3月

999
災害応急対策活
動

防災対策本部
の災害応急対
策活動マニュ
アルにおける
活動内容の検
証及び見直し
（毎年）

活動内容の
検証及び見
直し

平成26
年3月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

被災状況の情
報収集を行
い、災害対策
本部長に判定
実施の要否の
具申（災害等
発生時）

被災状況の集
約

平成25
年3月

実績なし
災害応急対策活
動

被災状況の情
報収集を行
い、災害対策
本部長に判定
実施の要否の
具申（災害等
発生時）

被災状況の
集約

平成26
年3月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

班内に応急危
険度判定本部
を設置し、職
員判定士を組
織し、防災上
重要建築物等
の判定の実施
（災害等発生
時）

判定の実施
平成25
年3月

平成24
年8月
（総合防
災訓練
時）

災害応急対策活
動

班内に応急危
険度判定実施
本部を設置
し、職員判定
士を組織し、
防災上重要建
築物等の判定
を実施（災害
等発生時）

判定の実施
平成26
年3月

予
算
な
し

定

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

2,814 2,814 3,330 3,330 未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし
維
持


